
2 款 1 項 7 目

20 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

29,000 29,000 29,000 29,000 29,000 145,000

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 5年間の実績

金額 千円 1140 76490 885 27775
件数 件 18 3600 9 997

項目 単位 26年度実績 27年度予定 9月末の実績 27年度実績

一般財源 1,036 26,941 1,347 19,593

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 0 0 0 0

人件費 795 2,573 1,286 2,573
国庫支出金 0 0 0

8,042
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.10 0.32 0.16 0.32
人件費単価 7,954 8,042 8,042

2,573
合計 0 26,941 1,347 19,593

事業費
直接事業費 241 24,368 60 17,020
人件費 795 2,573 1,287

改善策の
具体的

取り組み

ふるさと納税を扱うウェブサイトでの情報提供及びクレジット決済を可能にし、納税者の利便を図る。

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

財政基盤の強化

事業の内容

寄附申込みの受付から収納までの事務及び制度啓発事務

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

関係課及び郵便局と連携して返礼品の開発に取り組み、本市のＰＲと併せて納税額の大幅な増額を図る。

事業の対象 寄附者

根拠法令等
所得税法・地方税法

予算科目

総合計画での位置付け
行財政改革
行財政改革の推進

事業の性格 法定事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 財務課 電話番号（内線）：

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業

512
記入者情報 所属長： 新田 亮仙 担当責任者： 橘 かつら

事務事業名 ふるさと納税事業



1二次評価
（所属部長）

以下の点について良好と評価し、更なる事業推進を求める。

意見、課題
郵便局との連携等制度が確立できたことにより、納税額は大幅に伸びたが、その大部分が特定の人気の
ある返礼品の獲得を意図とした申込みであった。今後さらに納税額を増大するためには、地元生産者と連
携し、魅力ある商品の提供を可能とするとともに、観光振興などにも寄与する制度としていかなければな
らない。

課題認識

　11月に返礼品の開拓と調達及び発送を業務委託するとともにクレジット決済の導入とふるさと納税専門
ウェブサイトに登録した結果、その後の納税件数、納税額ともに大きく伸びた。

　今後も、ふるさとを応援するという本来の趣旨から逸脱しないように留意しながら、納税が地域の振興に
役立つよう庁内連携の下で返礼の品やサービスなどを充実させることに努める。

二次評価

B成果向上の可能性 4
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率

課題認識

昨年度の行政評価委員会の答申及び経営者会議の最終判断を受け、ふるさと納税事業の大幅な改革を
行った結果、今年度は納税額対前年度比24倍の効果を上げた。ただしこの結果は、方策の目新しさとふ
るさと納税制度を後押しする社会現象によるものが大きいと認識している。ふるさと納税を財政計画にお
ける新たな財源確保として今後定着させるには、年間を通じて本市をＰＲできる返礼品の開拓を含め、関
係課と連携してさらなる創意工夫を行っていく必要がある。なお昨今の過度な返礼品に対する指摘や、制
度変更なども充分考慮した上で事業遂行に努める。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 3

B

3
受益者負担の適正 3

施策への貢献度 5

市民ニーズへの対応 3
市の関与の妥当性 3

有効性
事業の効果 4

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

効率性
手段の最適性 4

Bコスト効率 4
受益者負担の適正 4

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 4

目　　標 1500 76490 80000 0
実　　績 1140 27775 0 0

成果指標

成果指標
寄附金額

指標設定の
考え方

目的を財政基盤の強化としていることもあり、寄附金額を指標とする。

区分年度 26年度 27年度 28年度



1
経営者会議の最終判断

事業の方向性
さらに重点化する。

意見、課題

二次評価の内容を踏まえ、さらに重点化すること。

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


